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平成１７年度当初予算 健康福祉部主要施策の概要

◎ 主 要 事 業

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

１ 新いしかわエンゼルプランの推進

(1) 次の子を産み育てたくなる環境づくり

・ プレミアム・パスポート発行事業費 ５，０００ 企業の賛同を得ながら、18歳未満の子ども３人以上の

多子世帯に対する利用料金などの割引や特典を提供す

る制度の創設（Ｈ１８．１～）

・ マイ保育園登録事業費 １５，０００ 子育て家庭の登録による妊娠時から３歳までの育児期

間中、登録保育所等で育児相談・育児体験等を実施

モデル実施 ５市２町（七尾市ほか）

・ 地域子育て支援センター事業費 １３８，７８４ 保育所のノウハウを生かした地域の子育て支援活動へ

の支援（５４カ所）

・ 保育所看護師配置促進事業費 １２，５１２ 急病対応や健康管理のため、専任の看護師を配置する

民間保育所に対する助成（２０カ所）

・ 県立保育専門学園専攻科設置準備費 １，０００ 第一部（全日制）と第二部（定時制）の統合・専攻科

の新設（Ｈ１８．４～）に伴うカリキュラムの検討

・ 乳児保育促進事業費 ３３，８８５ 年度当初から乳児受入体制を確保する保育所への支援

・ 特別保育等事業費 ４１，４７３ 休日保育、一時保育、病後児保育

・ 健やかふれあい保育事業費 ３５，８８０ 地域の保育所への障害児受入れ促進のための助成

・ 保育所食生活充実支援事業費 １６，０７０ 乳幼児期における食生活指導等を実施する保育所への

助成（３６カ所）

・ 放課後児童クラブ事業費 １５２，０１８ 人件費・運営費助成（１１３カ所）

・ 放課後児童クラブ指導員複数配置促進事業 ３１，６６８ 常時複数配置の確保と質の向上のための人件費加算

費 児童数５～３５人 75クラブ

障害児１人以上受入 9クラブ

・ 中央児童会館利活用検討費 ２，０００ 児童の健全育成機能、子育て支援情報の発信機能充実

に向けた検討委員会の設置、利活用の検討

・ 民営児童館地域活動推進事業費 ２，０００ 民営児童館が行う特色ある活動に対する支援

・ 児童福祉施設整備費 １７１，１４９ 保育所 ５カ所

放課後児童クラブ ６カ所

児童館 ２カ所

・ 多子世帯子育て支援事業費 ７７，４６９ 児童３人以上の世帯の３歳未満児の保育料軽減

・ 子育てバリアフリーマップ作成事業費 ２，０００ 授乳施設、多目的トイレなど子育て支援設備を有する

生活関連施設の情報を提供するホームページの作成

健康福祉部

17.jtd健福



- 2 -

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・ 子育て社会総合支援事業費 ６７，５５８ (財)いしかわ子育て支援財団に対する助成

・情報提供、調査事業（ 携帯電話でも提供）

・人材確保、養成事業

・子育てに関する相談事業

・広報、啓発事業

未婚男女の出会いの場の創出

・子育て家庭バックアップ事業

子育てにやさしい企業推進協議会の設立

・ 新いしかわエンゼルプラン推進事業費 ３，３００ 新いしかわエンゼルプラン（仮称）の周知・啓発

次世代育成支援シンポジウムの開催など

・ 少子化対策推進室の設置 少子化対策の推進（少子化対策企画室を再編）

(2) 子どもの心身の健やかな育ちの支援

・ 子ども虐待防止総合対策推進事業費 ６０，８８５ ・児童相談所の体制強化

児童福祉司の地区担当制導入

困難事例への対応、市町村への後方支援

児童福祉サポーターの配置

児童相談サポーター等の再編

中央児童相談所の２４時間連絡体制の構築

・ 児童養護施設等への自立支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣

入所児童に対する職業適性診断など

・ 発達障害支援体制整備事業費 ７，４４４ 発達障害支援センターの設置（こころの健康ｾﾝﾀｰ内）

・家族に対する相談、療育機関の紹介

・支援体制整備検討委員会の設置

・関係機関担当者研修の実施

・ 自閉症支援センター事業費 １２，３０１ 自閉症に関する相談・療育等を行う窓口の設置

・○障害児校外活動支援事業費 ４，１８３ 養護学校等に通学する中高生の放課後に活動する場の拡

確保に対する助成

・ 心身障害児在宅療育総合支援事業費 ３，０００ 能登北部地域をモデル地域とした在宅障害児に対する

福祉・保健・教育が一体となった総合的支援

・ 無職少年支援体制整備事業費 ２，３００ 無職少年の実態把握・継続的関わり等支援体制の整備

連絡会議の設置、就労・就学の指導・斡旋を行う

市町村モデル事業の実施

・ 青少年総合研修センター事業費 ７４，０３１ 青少年指導者等の養成研修の実施等

・ 青少年のインターネット適正利用推進費 ２，０００ インターネット適正利用方策の検討、啓発の実施

・ 青少年非行防止活動推進費 ６，４９６ 市町少年補導センターの運営に対する助成

・ 母子家庭等就業・自立支援センター事業等 １０，６７８ 母子家庭の母等の就業促進や自立支援のための相談及

委託費 び講習会の実施、就職促進の職場開拓活動等

・ 母子家庭プレ訓練付き職業訓練事業費 ６，５１７ プレ訓練の実施、プレ訓練修了者の公共職業訓練に対

する訓練手当の支給

・ 母子家庭自立支援給付金事業費 ９，０００ 母子家庭の母の雇用の安定及び就職の促進

・ ひとり親家庭放課後児童支援事業費 ４，７００ 就業・自立促進のための放課後児童クラブ利用料助成

3,000円／月 限度
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17.jtd健福

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・ ひとり親家庭等児童卒業支度金支給事業費 ２２，４００ 中学校卒業時の支度金

・ ひとり親家庭等医療費助成事業費 １１０，７９３ 市町村のひとり親家庭等医療費給付事業に対する助成

・○妊娠専門相談事業費 ３，８００ 従来の不妊相談に加え、妊娠の悩みに関する相談の実拡

施

・ 不妊治療費助成事業費 １８，２８１ 体外受精・顕微授精治療費に対する助成

１０万円限度／年度、通算４年

・ 先天性胆道閉鎖症早期発見事業費 ２，５００ １ヶ月健康診査時に早期発見検査できる体制づくり

・ 健やか妊娠育児支援強化事業費 ５，０９３ 多胎や未熟児出産等のハイリスク妊産婦に対する医師

と保健師が連携した訪問保健指導等

・ 周産期医療対策推進事業費 ５，８１２ 周産期医療協議会の運営、周産期救急情報システムの

運用、新生児集中治療室に入院中の母親の心のケア等

・ いしかわ総合母子医療センター（仮称） １７６，５９１ Ｈ１７秋 開設予定

整備費（県立中央病院） 新生児集中治療室の整備 ６床→９床

内科などの医師に対する小児救急医療に関する研修の・ 小児救急医師研修事業費 １，２００

実施

・ 小児救急電話相談事業費 ６，０００ 小児科医師による保護者向けの電話相談

土、日、祝日等の夜間(18:00～23:00)

・ 乳幼児医療費 ４０７，５５４ 市町村の乳幼児医療費給付事業に対する助成

２ 世代にあわせた健康づくり

・ 健康フロンティア戦略推進室の設置 健康寿命の延伸を目標に健康増進、生活習慣病予防、

介護予防の総合的な推進を図る

（生活習慣病対策室を廃止）

・ いしかわ健康ﾌﾛﾝﾃｨｱ戦略策定事業費 １，０００ 健康寿命の延伸を目標とした行動計画の策定

・ 介護予防・保健指導検討費 ５，０００ 介護・医療・保健サービスの一貫性・連続性を重視し

た集団・個別指導の検討

モデル市町村と共同して実施

・ 県民健康実態調査費 ４，８００ 県民の健康状態に関する実態調査の実施

いしかわ健康づくり２１の中間評価

・ 女性がん検診推進事業費 ２，１４７ 青壮年期の女性の乳がん・子宮がん検診受診の推進

・ 思春期心の健康づくり支援事業費 １，２１１ ひきこもり等心の悩みを持つ者に対する訪問指導、

デイケアの実施、家族教室の開催等

３ 高齢者施策の推進

・ 長寿社会プラン改定費 ３，８８３ 第３期となる石川県長寿社会プランの見直し

・ 介護予防・地域支え合い事業費 ２６１，４７４ 市町村に対する助成

筋力向上トレーニング、骨折予防教室等

・ 介護予防マネジャー等研修事業費 ３，６１２ 介護予防マネジャー、介護予防サービス従事者研修等

・ 介護支援専門員養成事業費 ２，３３７ 実務研修受講試験の実施

・ 介護保険制度利用者負担軽減事業費 ３７，９９５ 法施行前にホームヘルプサービスを利用していた低所

得高齢者・障害者の利用料軽減等

健康福祉部



- 4 -

17.jtd健福

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・ 介護保険給付費負担金 ８，３５９，０３８ 介護保険サービス提供に要する費用の県負担分

・ 介護サービス基盤整備事業費 １，５４６，３７３ 特別養護老人ホーム ９カ所

デイサービスセンター ６カ所

認知症高齢者グループホーム ３カ所

・ 高齢者健康づくり総合対策推進事業費 ３７，７００ いしかわ健康づくり２１の実践等

・県事業 6,700千円 指導者育成等

・市町村事業 31,000千円 総合補助金

介護予防拠点設備整備

・ 高齢者虐待防止総合対策事業費 ４２，２８５ ・環境整備事業

研修会、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、認知症介護教室等への助成

・ 虐待防止ネットワーク形成モデル事業

七尾市ほか４市

・ 在宅認知症高齢者支援ネットワークの検討

・ 家族介護支援対策事業費 ３４，０９８ 介護者交流会・介護教室の開催、介護用品支給等

・ 在宅介護支援センター運営費 ２３１，９２９ ６９カ所

・ 長寿生きがいセンター事業費 １００，４６１ いしかわ長寿大学、スポーツ・文化交流大会の開催等

・ 老人クラブ健康増進事業費 ３，０１６ 健康づくりやスポーツ活動に関する講習会の開催

・ 高齢者いきいきサロン設置事業費 １２，９８７ ７５歳以上の高齢者を対象にした地区老人クラブによ

る会食会等の開催（１３１カ所）

４ 障害者施策の推進

・ 重症心身障害児通園事業費 ３４，４７４ 施設の機能を活用した日常生活動作、運動機能訓練等

・ 心身障害児在宅療育総合支援事業費 ３，０００ 再掲

・ 在宅障害児・者療育相談事業費 ４４，６８０ 身近な場所で療育指導、相談が受けられる体制の確保

・ 障害者小規模授産所等運営費 １５９，２３１ 心身障害者 １８カ所 精神障害者 １７カ所

・ 障害者通所授産所等交通費助成費 ８，２９４ 小規模授産所等に通所する障害者の交通費の軽減

・ 市町村障害者社会参加促進事業費 ４３，０００ 点訳奉仕員の養成、手話通訳者の派遣等

・ 弱視者支援事業費 ８５０ 弱視者に対する機能訓練・相談など

・ 発達障害支援体制整備事業費 ７，４４４ 再掲

・ 自閉症支援センター事業費 １２，３０１ 再掲

・○障害児校外活動支援事業費 ４，１８３ 再掲拡

・ 障害者文化・交流活動支援事業費 ９，０００ 商店街の空き店舗等を活用したギャラリーの設置等

・ 障害者温泉療養事業費 １８，０００ バリアフリー化された温泉施設の利用料助成

・ 障害者ＩＴ支援センター事業費 ４，０００ 視覚、聴覚障害者等のﾊﾟｿｺﾝ操作技術習得のｻｰﾋﾞｽ拠点

・ 視覚障害者、聴覚障害者情報提供活動費 ６３，６８１ 点字図書館、聴覚障害者センター運営費等助成

・ 障害者ケアマネジメント推進事業費 ２，９８３ 障害者のケアマネジメント（地域における生活支援）

を行う市町村担当職員等への研修

・ 障害者在宅介護サービス事業費 １０２，５５７ ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ(身体･知的･精神)､日常生活用具給付(身

体･知的)､短期入所(身体･知的･精神)事業に対する助成

・ 障害児・者デイサービス事業費 ４３，２７２ デイサービス（身体・知的）事業に対する助成

・ 重度盲ろう者通訳・介助員派遣事業費 ６，７９３ 重度盲ろう者の移動等を介助するための通訳・介助員

の派遣

健康福祉部
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・ 錦城学園整備費 １，４２５，０６３ 改築整備（Ｈ１７～Ｈ１９）

（債務を含む） Ｈ１７居住棟の整備

・ 障害者福祉ホーム運営費 １１４，７８５ １１カ所

・ 障害者施設整備費 ９５８，４３９ 身体障害者授産施設 １カ所

障害児複合施設 １カ所

精神障害者社会復帰施設 ４カ所

・ 心身障害者医療費 １，０６０，６０４ 市町村の心身障害者医療費給付事業に対する助成

・ 障害者ふれあいフェスティバル開催費 １０，０００ ふれあいコンサート等（１０月）

・ 障害者グループホーム運営事業費 １５３，９８４ ９４カ所

５ バリアフリー社会の推進

・ バリアフリー社会推進事業費 ３，３９５ バリアフリー社会推進賞の表彰、県民大会の開催等

・ 障害者ＩＴ支援センター事業費 ４，０００ 再掲

・ 障害者ふれあいフェスティバル開催費 １０，０００ 再掲

・ 子育てバリアフリーマップ作成事業費 ２，０００ 再掲

・ 自立支援型住宅リフォーム推進事業費 １１８，１５０ 高齢者及び身体障害者向け住宅改修費に対する支援

・ バリアフリー推進工房事業費 ５，７０３ 福祉機器の開発、ほっとあんしんの家の活動推進等

６ 地域福祉社会の基盤整備

・ 福祉サービス第三者評価推進事業費 ４，３００ Ｈ１８．４～の導入に向けた準備

検討委員会の開催、モデル評価の実施、評価機関の

認証など

・ 福祉総合研修事業費 ８１，１２６ 福祉総合研修センターにおける福祉関係従事者への

一元的、効率的な研修の提供

・ 福祉人材センター運営費 ５１，２５０ 社会福祉分野の就業相談、ハローワークとの連携によ

る新規学卒者に対する就業斡旋等

・ 社会福祉事業振興資金貸付金 １，８４４，０００ 社会福祉施設の整備資金と運営資金の貸付

貸付枠 施設整備費 1,354,000 千円

運営費 490,000 千円

７ 食の安全・安心確保総合対策の推進

・食の安全・安心確保総合対策費 ９，６８５ ・関係機関との連携体制

連絡調整会議、県市連絡会など

・食品衛生の確保

腸炎ﾋﾞﾌﾞﾘｵ対策の強化、ｱﾚﾙｷﾞｰ物質の検査など

・施策への県民意見の反映

懇話会、シンポジウムの開催など

・食に関する情報提供の充実

食の安全・安心ニュースの発行など

・ 残留農薬検査等の迅速分析方法研究事業費 １，２００ 複数農薬の同時検査方法の開発等、マニュアル化
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

８ 医療体制の整備

・ 第５次保健医療計画策定準備費 ２，０７８ 第５次保健医療計画(H19～23)の策定準備経費

医療機能調査等の実施

・ へき地医療対策費 ７２，３９５ へき地医療拠点病院が行う画像伝送装置の運営やへき

地等で勤務する医師の確保対策など

・ 災害・救急医療情報システム運営費 ４６，６９０ 災害時等に利用可能な情報システムの運営

・ 自動体外式除細動器普及啓発事業 ２，０００ 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)の使用講習 普及啓発、

・ 国民健康保険制度安定費 ６，０１０，０００ ・ 財政調整交付金 ３２億円

給付費等の５％、Ｈ１８→７％

・○保険基盤安定負担金 ２８億１，０００万円拡

県負担割合の拡大（保険料軽減分）

１／４→３／４

・ 老人医療給付費負担金 ７，６１９，５２６ 老人医療給付費の県負担分

・ 臓器移植推進体制強化事業費 ６，９１０ 臓器移植コーディネーターの活動支援など

・ 県立中央病院整備費 １，６０９，４１８ ・ いしかわ総合母子医療ｾﾝﾀｰ(仮称)の開設(再掲)

（債務を含む） ・ オーダリング・電子カルテシステムの導入

・ 内視鏡センターの整備 など

・ 県立高松病院整備費 ５２２，０８３ サービス棟等改築工事費

（債務を含む）

９ 地域保健体制の推進

・ 難病特別対策推進事業費 １，８２６ 難病患者の入院施設の確保、在宅療養支援等

・ エイズ総合対策費 ５，７５１ 講演会、無料検査の実施、医師等研修会の開催等

・ 北陸ブロック拠点病院エイズ対策費 ５０，０００ 県立中央病院のエイズ診療機能の強化

・ Ｃ型肝炎早期発見・早期治療体制整備事業 ２，３２７ Ｃ型肝炎感染者が適切な治療を継続するための地域支

費 援体制の整備等

・ 地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援体制整備推進事業費 ６，０６８ 市町等への技術指導・支援

・ 市町村保健センター整備費 ７，８００ 輪島市の保健センター整備に対する助成

10 新行財政改革大綱に対する対応

・ 県立保育専門学園専攻科設置準備費 １，０００ 再掲

・ 中央児童会館利活用検討費 ５，０００ 再掲

・ ｵｰﾀﾞﾘﾝｸﾞ･電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑの導入(中央病院) １，１３０，０００ 再掲

（債務を含む）

・○保健所における結核検診業務の民間委託 １０，８８２ 結核検診業務を全面的に医療機関等に委託拡

・ 母子福祉センター移転整備費 ３，５００ 母子福祉センターを女性センター内に移転

（実施設計費）

・ 県立病院経営効率化検討費 ３，３００ 経営分析の実施、効率的な運営体制の検討など
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